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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第27期

第１四半期
連結累計期間

第28期
第１四半期
連結累計期間

第27期

会計期間
自 平成28年６月21日
至 平成28年９月20日

自 平成29年６月21日
至 平成29年９月20日

自 平成28年６月21日
至 平成29年６月20日

売上高 (千円) 20,706,141 23,686,261 83,399,634

経常利益 (千円) 1,117,837 1,137,138 4,089,807

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 759,206 781,698 2,845,744

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 751,745 816,589 2,841,844

純資産額 (千円) 13,243,959 15,818,514 15,178,304

総資産額 (千円) 46,395,542 52,527,627 51,868,286

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 53.84 55.43 201.79

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 28.5 30.1 29.3
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．当社は平成29年４月11日付で普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割を行っております。第27期の

期首に当該株式分割が行われたと仮定して「１株当たり四半期（当期）純利益金額」を算定しております。

４．前第１四半期連結累計期間における「潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額」については、希薄化効

果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５．第27期及び当第１四半期連結累計期間における「潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額」に

ついては、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

 なお、平成28年11月24日開催の取締役会において、連結子会社である玄気商貿（上海）有限公司を清算することを

決議し、現在手続中であります。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1)業績の状況

当第１四半期連結累計期間（平成29年６月21日～平成29年９月20日）におけるわが国経済は、企業収益の改善が

進み、雇用・所得環境は緩やかな回復基調にあるものの、消費者の節約志向は根強く、また海外経済の不確実性も

あり、景気の先行きは依然として不透明な状況で推移いたしました。

当社グループを取り巻く経営環境につきましても、同業他社による積極的な出店やネット販売の拡大に加え、

Ｍ＆Ａ等の業界再編の動きが見られるなど、依然として厳しい状況が続いております。

このような状況の中、当社グループは、「近所で生活費が節約できるお店」をコンセプトに、地域シェアを高め

るためドミナントエリア構築に邁進いたしました。また、異業種を交えた価格競争が激化する中、従来のメガド

ラッグストアを進化させたNew300坪タイプのディスカウントドラッグをレギュラー店と位置づけ、ＥＤＬＣ（エブ

リデイローコスト）及びＥＤＬＰ（エブリデイロープライス）の追求に尽力いたしました。

当第１四半期連結累計期間における新規出退店につきましては、New300坪タイプの店舗を岐阜県に３店舗、福井

県に１店舗、愛知県に４店舗、石川県に１店舗出店し、従来のメガドラッグストアを１店舗閉店いたしました。こ

れにより、当第１四半期連結会計期間末における店舗数は、売場面積300坪超の大型店80店舗、300坪タイプ116店

舗、小型店４店舗の合計200店舗となりました。

この結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は236億86百万円と前第１四半期連結累計期間に比べ29億80

百万円(14.4％)増加いたしました。利益に関しましては、経常利益11億37百万円と前第１四半期連結累計期間に比

べ19百万円(1.7％)の増加、親会社株主に帰属する四半期純利益は７億81百万円と前第１四半期連結累計期間に比べ

22百万円(3.0％)の増加となりました。

次に、当第１四半期連結累計期間における業態別の売上高を見ますと、「大型店」133億27百万円、「300坪タイ

プ」96億13百万円、「小型店」1億68百万円、「その他」５億76百万円となりました。また、商品別の内訳では、

「食品」135億12百万円、「雑貨」38億28百万円、「化粧品」32億63百万円、「医薬品」26億16百万円、「その他」

４億65百万円となりました。

 

当社は平成29年７月21日開催の取締役会において、平成29年12月21日（予定）を期日として、当社単独による株

式移転により純粋持株会社（完全親会社）である「Ｇｅｎｋｙ ＤｒｕｇＳｔｏｒｅｓ株式会社」を設立することを

決議し、平成29年９月８日開催の定時株主総会において承認されたことを経て、持株会社体制に移行する予定であ

ります。

これにより、当社株式は平成29年12月18日に上場廃止、「Ｇｅｎｋｙ ＤｒｕｇＳｔｏｒｅｓ株式会社」株式が同

月21日に株式会社東京証券取引所第一部へ上場される予定であります。
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(2)財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ６億59百万円増加し、525億27百万円と

なりました。これは主に、商品が５億20百万円、有形固定資産が６億28百万円増加した一方、現金及び預金が６億

49百万円減少したことによるものです。

負債合計は、前連結会計年度末に比べ19百万円増加し、367億９百万円となりました。これは主に、買掛金が５億

67百万円、短期借入金が４億円増加した一方、未払金が２億30百万円、未払法人税等が２億93百万円、長期借入金

が５億７百万円減少したことによるものです。

純資産合計は、前連結会計年度末に比べ６億40百万円増加し、158億18百万円となりました。

 

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更及

び新たに生じた課題はありません。

 

(4)研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 24,000,000

計 24,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年９月20日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年10月30日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,103,200 15,478,600
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株でありま
す。

計 14,103,200 15,478,600 ― ―
 

（注)１．平成29年９月27日を払込期日とする公募による新株式発行（一般募集）により、発行済株式総数が

1,235,000株増加しております。

２．平成29年10月25日を払込期日とする第三者割当による新株式発行により、発行済株式総数が140,400株増加

しております。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年６月21日～
平成29年９月20日

― 14,103,200 ― 1,076,821 ― 880,475
 

（注)１．平成29年９月27日を払込期日とする公募による新株式発行（一般募集）により、発行済株式総数が

1,235,000株、資本金及び資本準備金がそれぞれ2,621,534千円増加しております。

２．平成29年10月25日を払込期日とする第三者割当による新株式発行により、発行済株式総数が140,400株、資

本金及び資本準備金がそれぞれ298,027千円増加しております。

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成29年６月20日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

① 【発行済株式】

    平成29年９月20日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
 （自己保有株式） 　

― ―
普通株式 1,000

完全議決権株式(その他) 普通株式 14,099,700 140,997 ―

単元未満株式
普 通 株
式　　　

2,500 ― １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 14,103,200 ― ―

総株主の議決権 ― 140,997 ―
 

(注)「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が8,800株（議決権88個）

含まれております。

 

② 【自己株式等】

  平成29年９月20日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ゲンキー株式会社
福井県坂井市丸岡町下久米田
38字33番

1,000 ― 1,000 0.0

計 ― 1,000 ― 1,000 0.0
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成29年６月21日から平成

29年９月20日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年６月21日から平成29年９月20日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成29年６月20日)
当第１四半期連結会計期間

(平成29年９月20日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,111,724 1,462,474

  売掛金 797,978 820,113

  商品 12,106,574 12,626,921

  貯蔵品 21,176 25,408

  その他 1,343,245 1,267,180

  流動資産合計 16,380,699 16,202,099

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 24,227,904 24,784,308

   その他（純額） 6,385,538 6,457,138

   有形固定資産合計 30,613,442 31,241,446

  無形固定資産 255,166 287,307

  投資その他の資産 4,618,978 4,796,773

  固定資産合計 35,487,587 36,325,527

 資産合計 51,868,286 52,527,627

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 11,833,817 12,401,497

  短期借入金 ― 400,000

  1年内返済予定の長期借入金 5,879,962 5,877,056

  未払法人税等 717,803 424,796

  賞与引当金 52,001 205,433

  ポイント引当金 278,227 286,278

  その他 3,250,043 2,922,893

  流動負債合計 22,011,855 22,517,955

 固定負債   

  長期借入金 12,780,350 12,272,904

  資産除去債務 1,149,424 1,193,650

  その他 748,352 724,602

  固定負債合計 14,678,127 14,191,157

 負債合計 36,689,982 36,709,113
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成29年６月20日)
当第１四半期連結会計期間

(平成29年９月20日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,076,821 1,076,821

  資本剰余金 880,475 880,475

  利益剰余金 13,212,915 13,818,337

  自己株式 △1,065 △1,168

  株主資本合計 15,169,147 15,774,465

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 8,503 42,671

  為替換算調整勘定 654 1,377

  その他の包括利益累計額合計 9,157 44,048

 純資産合計 15,178,304 15,818,514

負債純資産合計 51,868,286 52,527,627
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年６月21日
　至 平成28年９月20日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年６月21日
　至 平成29年９月20日)

売上高 20,706,141 23,686,261

売上原価 15,892,066 18,333,459

売上総利益 4,814,075 5,352,802

販売費及び一般管理費 3,752,883 4,281,445

営業利益 1,061,191 1,071,356

営業外収益   

 受取利息 3,949 3,925

 受取賃貸料 65,097 66,191

 受取手数料 33,241 39,639

 その他 30,175 33,301

 営業外収益合計 132,464 143,058

営業外費用   

 支払利息 15,614 12,606

 賃貸費用 53,755 55,640

 株式交付費 ― 2,750

 その他 6,448 6,279

 営業外費用合計 75,818 77,276

経常利益 1,117,837 1,137,138

税金等調整前四半期純利益 1,117,837 1,137,138

法人税、住民税及び事業税 285,139 383,004

法人税等調整額 73,491 △27,564

法人税等合計 358,630 355,439

四半期純利益 759,206 781,698

親会社株主に帰属する四半期純利益 759,206 781,698
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年６月21日
　至 平成28年９月20日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年６月21日
　至 平成29年９月20日)

四半期純利益 759,206 781,698

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 79 34,167

 為替換算調整勘定 △7,540 722

 その他の包括利益合計 △7,461 34,890

四半期包括利益 751,745 816,589

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 751,745 816,589

 非支配株主に係る四半期包括利益 ― ―
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【注記事項】

 (追加情報)

（単独株式移転による純粋持株会社設立）

　当社は、平成29年７月21日開催の取締役会において純粋持株会社制へ移行する方針のもと、平成29年12月21日

（予定）を期日として、当社の単独株式移転（以下「本件株式移転」といいます。）により、当社の純粋持株会社

であるＧｅｎｋｙ ＤｒｕｇＳｔｏｒｅｓ株式会社（以下「持株会社」といいます。）を設立することを決議しまし

た。

　なお、本件株式移転は、平成29年９月８日に開催された定時株主総会において、承認決議されております。

 
（1）単独株式移転による純粋持株会社設立の目的

　当社が属するドラッグストア業界では、高齢化社会の進展や美容、健康の維持促進に関するニーズの高まりな

ど、更なる市場の拡大が期待される一方、業種・業態を超えた出店競争や価格競争の激化、Ｍ＆Ａによる業界再編

の加速など、経営環境は厳しさを増しております。

 このような経営環境のもと、当社は他社との差別化を図り、より一層の企業価値向上を目指して様々な施策を

行っております。現在代表的な取り組みとして、１.「近所で生活費が節約できるお店」をコンセプトに、圧倒的な

安さの追求、２.「何でも揃うお店」を目指し、医薬品や化粧品だけではなく生活必需品を幅広く取り揃え、青果や

精肉などの生鮮食品の取り扱いを強化、３.地域シェアを高めるためドミナントエリア構築や自社の物流拠点を活か

した、低コストオペレーションの追求等を推進しております。

 今後これらの施策を更に推進し、発展させていくにあたり、同じ業態であるドラッグストアはもちろんのこと、

別業態であっても当社と同じ商品群を扱う企業に対しＭ＆Ａを行うことで、共同購買による仕入価格の低減等、当

社経営方針の主軸であるエブリデイロープライスの価格政策をより強固にすることができると考えております。他

業態のＭ＆Ａを推進していくうえでも、純粋持株会社傘下の事業子会社として当社と並列の関係でグループに参画

することが出来る体制を構築することが重要であり、Ｍ＆Ａの推進による地域シェアの拡大と物流、仕入、システ

ム開発、商品開発、人材の採用と育成等のグループ共通機能活用による経営の効率化を図ることを目的として純粋

持株会社体制へ移行することといたしました。

 新たに設立する純粋持株会社では、出店計画や事業モデル開発等の経営戦略の策定及び出店資金の調達や業態開

発における人材等の適切な配置を行うことで、グループ経営資源を適切に配分し経営の効率化を図ります。また前

記のとおり、Ｍ＆Ａによる当社グループへの他業態の取り込みを通し、更なる事業拡大と、持続的な成長を目指し

てまいります。

 
（2）本件株式移転の要旨

①持株会社設立登記日（効力発生日）平成29年12月21日（予定）

②株式移転の方法

当社を株式移転完全子会社、持株会社を株式移転完全親会社とする単独株式移転であります。

③株式移転に係る割当ての内容

　　      会社名
Ｇｅｎｋｙ ＤｒｕｇＳｔｏｒｅｓ㈱

（完全親会社・持株会社）
  ゲンキー㈱

 （完全子会社・当社）

       株式移転比率 　　　　　  １ 　　　　　 　１
 

（注)１.株式の割当比率

本件株式移転が効力を生ずる時点の直前時における当社の株主名簿に記載又は記録された当社の株主の皆様

に対し、その所有する当社の普通株式１株につき、持株会社の普通株式１株を割当交付いたします。

２.単元株制度

持株会社は、単元株制度を採用し、１単元の株式数を100株といたします。

３.株式移転比率の算定根拠

本件株式移転におきましては、当社の単独株式移転によって完全親会社１社を設立するものであり、株式移

転時の当社の株主構成と持株会社の株主構成に変化がないことから、当社の株主の皆様に不利益を与えない

ことを第一義として、当社の株主の皆様の所有する当社の普通株式１株に対して、持株会社の普通株式１株

を割当交付することといたしました。

４.第三者機関による算定結果、算定方法及び算定根拠

上記３.の理由により、第三者機関による株式移転比率の算定は行っておりません。
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５.株式移転により交付する新株式数

15,478,600株（予定）

ただし、本件株式移転の効力発生に先立ち、当社の発行済株式総数が変化した場合には、持株会社が交付す

る上記新株式数は変動いたします。

 
（3）株式移転により新たに設立する会社（完全親会社・持株会社）の概要（予定）

(1)名称 Ｇｅｎｋｙ ＤｒｕｇＳｔｏｒｅｓ株式会社

(2)本店所在地 福井県坂井市丸岡町下久米田３８字３３番

(3)代表者の役職・氏名 代表取締役社長 藤永　賢一

(4)事業内容 グループ会社の経営管理及びそれに附帯又は関連する業務

(5)資本金の額 1,000,000千円

(6)決算期 6月20日

(7)純資産 未定

(8)総資産 未定
 

 

（4）株式移転に伴う会計処理の概要　

　本件株式移転は、企業会計上、「共通支配下の取引」に該当するため、損益への影響はありません。なお、本件

株式移転によるのれんは発生しない見込みであります。

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
 
 

前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年６月21日
至　平成28年９月20日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年６月21日
至　平成29年９月20日)

減価償却費 591,946千円 664,574千円
 

 

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成28年６月21日 至 平成28年９月20日)

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年９月９日
定時株主総会

普通株式 105,766 15.00 平成28年６月20日 平成28年９月12日 利益剰余金
 

 

当第１四半期連結累計期間(自 平成29年６月21日 至 平成29年９月20日)

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年９月８日
定時株主総会

普通株式 176,276 12.50 平成29年６月20日 平成29年９月11日 利益剰余金
 

（注）平成29年４月11日付で普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割を行っております。当該株式分割は平

成29年４月11日を効力発生日としておりますので、平成29年６月20日を基準日とする配当につきましては株式

分割後の株式数を基準としております。

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループは、医薬品、化粧品、雑貨、食品等の小売業という単一セグメントであるため、記載を省略してお

ります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年６月21日
至 平成28年９月20日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年６月21日
至 平成29年９月20日)

　１株当たり四半期純利益金額 53円84銭 55円43銭

　　(算定上の基礎)   

　　親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 759,206 781,698

　　普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

　　普通株式に係る親会社株主に帰属する
　　四半期純利益金額(千円)

759,206 781,698

　　普通株式の期中平均株式数(株) 14,102,214 14,102,091
 

（注)１．当社は、平成29年４月11日付で普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割を行っております。前連結

会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して「１株当たり四半期純利益金額」を算定しておりま

す。

２．前第１四半期連結累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を

有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．当第１四半期連結累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

 
（重要な後発事象）

新株式の発行及び株式売出し

当社は平成29年９月12日開催の取締役会において、新株式発行及び株式売出しに関して決議いたしました。ま

た、平成29年９月20日に発行価格及び売出価格等を下記のとおり決定しております。なお、公募による新株式発行

については、平成29年９月27日に払込みを受けており、資本金及び資本準備金の額が増加しております。

また、第三者割当による新株式発行については、平成29年10月25日に払込みを受けており、資本金及び資本準備

金の額が増加しております。

 

１．公募による新株式発行（一般募集）

（1）発行した株式の種類及び数 普通株式 1,235,000株

（2）発行価格　 １株につき 4,428円

（3）発行価格の総額　  5,468,580千円

（4）払込金額 １株につき 4,245.40円

（5）払込金額の総額  5,243,069千円

（6）増加した資本金及び資本準備金の額 増加した資本金の額 2,621,534千円

 増加した資本準備金の額 2,621,534千円

（7）払込期日  平成29年９月27日
 

 
２．当社株式の売出し（引受人の買取引受けによる売出し）

（1）売出株式の種類及び数 普通株式 50,000株

（2）売出価格 １株につき 4,428円

（3）売出価格の総額  221,400千円

（4）引受価格 １株につき 4,245.40円

（5）引受価格の総額  212,270千円

（6）受渡期日  平成29年９月28日
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３．当社株式の売出し（オーバーアロットメントによる売出し）

（1）売出株式の種類及び数 普通株式 165,000株

（2）売出価格 １株につき 4,428円

（3）売出価格の総額  730,620千円

（4）受渡期日  平成29年９月28日
 

 
４．第三者割当による新株式発行

（1）発行した株式の種類及び数 普通株式  140,400株

（2）払込金額 １株につき  4,245.40円

（3）払込金額の総額   596,054千円

（4）増加した資本金及び資本準備金の額 増加した資本金の額  298,027千円

 増加した資本準備金の額  298,027千円

（5）割当先及び割当株式数 大和証券株式会社  140,400株

（6）払込期日   平成29年10月25日
 

 
５．資金の使途

今回の一般募集及び本件第三者割当増資による手取概算額合計5,798,123千円について、平成30年６月期中に

4,400,000千円を新規出店及び既存店舗の改装のための設備投資資金の一部に充当し、残額を平成30年６月期中に返

済期限を迎える金融機関からの長期借入金の返済資金に充当する予定であります。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年10月27日
 

ゲンキー株式会社

取締役会　御中
 

 

 有限責任監査法人トーマツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　陸　　田　　雅　　彦　　㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　中　　村　　　　　剛　　㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているゲンキー株式会

社の平成29年６月21日から平成30年６月20日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成29年６月21日から平成

29年９月20日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年６月21日から平成29年９月20日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ゲンキー株式会社及び連結子会社の平成29年９月20日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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